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 様式第６号（民老）の記載留意事項  

 

 １ 本様式は、障がい者施設整備（障がい福祉課所管施設）について記載するものであること。 
 

 ２ 整備事業について、原則として１か年事業とする。 

 

 ３ 設置主体名については、法人名を記入すること。 

カッコ書きについては、社会福祉法人は、（ ）内に「福」と、医療法人は「医」と記入する
こと（その他の設置主体については適宜記入すること）） 

 

 ４ 定員欄について   

   「短期入所（加算も記載）」の床数については、本体定員とは別掲とすること。 

 

 ５ 構造欄については、建造物に使用する素材を記入すること（鉄筋コンクリート、鉄骨、木造等） 

 

 ６ 特別豪雪地域単価及び都市部特例割増単価の適用の有無については、それぞれ該当するものを
   ○で囲むこと。 

   （「特別豪雪地域」＝豪雪地帯特別措置法に基づく特別豪雪地域、「都市部特例」＝都市部特

   例割増制度） 

 
 ７ 用地有効活用制度及び高層化特例制度（仮称）の適用の有無については、それぞれ該当するも

   のを○で囲むこと。（割増加算は無し） 
   （「用地有効活用」＝既設社会福祉施設用地有効活用改築促進制度、「高層化」＝高層化特例

   制度（仮称）） 

 
  ８ 対象経費の実支出額予定額欄の工事事務費については、本体工事の工事費の２．６％が上限で

   あることに留意すること。 

 
９ 国庫補助基準額欄には、それぞれの区分毎に別途示している１事業当たり基準単価（加算を含

   む）を記入すること。 
 

１０ 都道府県(市）補助（予定）額および国庫補助基本額欄には、対象経費の実支出額予定額に県補

助率（３／４）を乗じて得た額と、国庫補助基準額の合計を比較して少ない方の額を記入する
こと。 

 

１１ 国庫補助所要額欄について 

 （１）国庫補助基本額に国庫補助率（２／３）を乗じて得た額を記入すること。（千円未満に端数
が生じる場合は、切り捨てにすること） 

 （２）一般整備との併用の場合、それぞれの所要額を面積按分により以下のように算出し、国庫補

    助所要額欄にそれぞれ記入すること。 

 

    ＜国庫補助所要額（全体） － 民老整備に係る所要額（面積按分にて算出：千円未満切り捨て） 
                                       ＝一般整備に係る所要額＞ 

１２ 財源欄の機構借入金償還者については、該当する番号を○で囲み、その他に償還者がいる場合

   には、その他の（ ）内に記入すること。また、寄付者欄についても、例示以外の寄付者がい

   る場合は空欄に寄付者と寄付金額を記入すること。 

 
１３ 他の施設との併設状況欄については、老人福祉（保健）施設、障害者施設、児童福祉施設、保

   健衛生施設、県（市）単独整備施設等について記入すること。 

 （１）施設種別については、特別養護老人ホーム、保育所等の施設種別を記入すること。（記入の
    際、特別養護老人ホームを「特養」と記入するなど適宜省略して記入することは差し支えな

    い） 

 （２）補助金等の所管部局等欄については、該当する部局名を記入すること。 

 （３）既設・協議中欄は、該当する方を○で囲むこと。（協議中とは、施設整備について担当省庁、

    所管部局と協議中であることをいう。） 
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 （４）協議施設との設置形態は、該当するものを○で囲むこと。 

 

１４ 老朽改築整備内容欄について 
   整備区分Ⅲの「とりこわし部分の老朽度」欄は、老朽度点数及び現存率を記入すること。複数

   の建物がある場合等は、その老朽度をすべて記載すること。 

 

１５ 建設用地欄について 

 （１）用地の種類欄については宅地、農地等を記入すること。 
 （２）用地の所有者欄については、施設（法人）との関係がわかるように、下記の例を参考に記入

    すること。 

   （例）「当法人の理事長」、「当法人の理事」、「当施設の職員（職名）」、「当法人所有」、「○○市」、

     「○○町」、「○○会社（○○業）社長（当法人理事の甥）」、「個人所有（関係無）」等 

 （３）用地の取得形態欄、手続き状況欄については、該当するものを○で囲むこと。 

 （４）排水路関係、進入路関係欄には「問題無し」「調整中」等と記入すること。 

 

１６ 添付資料について 

（１）現在と整備後の障害者施設の配置図、平面図を添付すること。（共通別紙１） 

（２）改築については、老朽度調査表（共通別紙２－１又は２－２）を添付すること。 

（３）整備の必要性については、社会福祉施設整備事業計画書（共通別紙３）を添付すること。 
なお、新たに施設を創設する場合、既存施設を移転して改築等する場合は、施設の必要性の調
査など実態把握に基づく整備の必要性等を記載した施設整備予定地の市町村長の意見書を添付
すること。 

（４）法人審査結果報告書（共通別紙４）及び社会福祉法人等調書（共通別紙５）を添付すること。 

（５）その他参考となる資料等を添付すること。 

 
１７ その他 
「※」がついている欄は、県の使用欄のため、記載しないこと。 
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 別紙－民老 の記載留意事項  

 
１ 具体的事業内容欄について 
 （１）障がい種別や障害支援区分など利用する障がい者の状態及び具体的なサービス提供内容につ

いて、記載すること。 
 
 （２）特に、下記に該当する計画については、その内容について、詳細に記載すること。 

①障がい者の重度化や高齢化に対応できる事業所 

②障害者支援施設や精神科病院から地域生活への移行を目的に設置する事業所 

③地域生活支援拠点機能または障がい児支援の中核となる機能を有する事業所 

④短期入所を併設する事業所 

⑤消防法施行令等の改正にともない新たにスプリンクラー設置が義務づけられた施設のスプ

リンクラー整備 

⑥非常用自家発電設備等の防災対策 

⑦防犯カメラの設置等の防犯対策 

⑧著しい老朽化による大規模修繕 

 

（３）感染症対策として新しい生活様式に対応した取組について記載してください。 

   例：換気設備や接触感染防止（自動水道栓、人感知照明等）のための設備 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

２ 就労・訓練事業等整備加算又は大規模生産設備等整備加算がある場合については、「就労・訓練

 事業等整備加算又は大規模生産設備等整備加算」欄について、以下に留意の上、記入すること。 

 

 （１）整備内容の内訳には当該整備の具体的な名称（例：○○設備工事）を記入すること。 

 （２）当該整備が生産事業等に係るものである場合には、「生産事業の内容」欄に具体的な生産科

    目を記載し、当該生産事業における作業従事者数、作業従事職員数、受注先の名称及び年間
    受注額（見込み）を記載すること。 

  （例） 

受注先（名称） 年間受注額（見込み） 

○○市役所      30,000千円 

○○社         25,000千円 

合計       55,000千円 

 
    なお、介護用リフト及び特殊浴槽等の整備についても本加算の対象となるので留意すること。 
 

（記載例） 
・生活介護（定員○○名） 
 （１）日常生活上の支援を提供 
    食事や排泄等が未自立な利用者に対し、介護を通して日常生活能力を高める。 
 （２）生産活動、創作的活動の機会の提供 
    下請軽作業や手作りお菓子づくりを通して、身体能力、日常生活能力の維持・向上を図る。 

（３）感染症対策として新しい生活様式に対応した取組 

    接触感染防止のため、自動水道栓を設置します。 
 
・就労移行支援（定員○○名） 
 （１）リサイクル事業を中心に地域の企業とも結びつきを強め、一般就労に必要な知識・能力を養い、適性    

    にあった職場への就労・定着を図る。 
 （２）給食設備を活用した地域への給食配食サービスを通し、一般就労に必要な知識・能力を養い、適性に    

    あった職場への就労・定着を図る。 

（３）感染症対策として新しい生活様式に対応した取組 

    接触感染防止のため、自動水道栓を設置します。 
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 （３）公的機関の見積書と受注業者の見積書（公的機関で見積ができない場合は２社以上）を添付

   すること。 

 （４）協議対象設備のパンフレット等（コピー可）を添付すること。 

  

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 ○生産設備等整備費の整備関係 
授産設備及びリハビリ設備等の整備を行う場合は「社会福祉施設等施設整備費における生産設

備等整備費の取扱いについて」（平成１９年２月１５日付け社援発第０２１５０１３号）に基づ

き、記入すること。 
 
 ○介護用リフト等特殊附帯工事の整備関係 

介護用リフト及び特殊浴槽等の整備を行う場合は「社会福祉施設等施設整備費における介護用

リフト等特殊附帯工事の取扱いについて」（平成１７年１０月５日付け社援発第１００５００８
号）に基づき、記入すること。 

 

（参考）就労・訓練事業等整備加算及び大規模生産設備等整備加算の対象事業について 

  

趣旨 

 ①日中活動事業を行う事業所（生活介護及び就労支援を行う事業所に限る）において、生産設備及び職業訓練設

 備等の整備を行うことにより、障害者の職業能力の開発、就労支援の強化を図る。 

 ②障害者施設において、リハビリ設備等の整備を行うことにより、障害者の生活能力の維持・向上を図ること、並 

びに介護職員の就労環境の改善を図る。 

 

対象事業 

 上記趣旨に合致するもので、施設と一体的に整備され、かつ、施設に固定されるもの、及び整備することにより施

設の設計に影響を及ぼすものであって、次に掲げる機械設備の整備に係る工事費及び工事請負費とする。 

 ①生産設備、職業訓練設備、職業補導設備等 

 ②リハビリ設備、難聴幼児訓練設備、ＡＬＳ等居室を整備する際の特殊介護設備、介護用リフト整備、特殊浴槽等 

 なお、このうち、当該設備等整備に係る事業費が１億円を超えるものについて、大規模生産設備等整備加算の対象

とする。 


